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はじめに

本研究の課題は，中国を対象にした環境税の

理論と現実を考察する事にある。現在，環境税

が様々な形で存在する一方，東アジア諸国でも

環境税の導入がブームとなっている。そこには

環境税という概念を暗黙のうちに皆が知ってい

るという前提がある。

しかし，関わりのある研究や，主要な業績を

残した文献などを検索し調べたところ，環境税

の定義について現存のところ統一した見解があ

る訳ではない（植田［１９９７］；諸富［２０００］；高

［２０１０］など）。中でも，環境税を環境負荷低

減のための経済的手段の一つとしてみる事が多

いが，これは地球温暖化に対する経済的手段の

類型に過ぎない（朴［２００２］）。また，環境税を

広義と狭義に分けて説明する先行研究も少なく

ない（石［１９９９］；王［２００９］など）。しかし，

これは，環境税を独立した税と見なすのか，課

徴金や優遇措置も含めて対象とするのかという

環境税を巡る対象範囲の議論である。更に，環

境税を「炭素税」と同義語として取り扱ってい

ることもある（薮下［２００４］；寺西［１９９５］）。

確かに「炭素税」は環境税の中心的な位置に置

かれているが，「温暖化対策税」の一種であっ

て，環境税の可能性の一つに過ぎない（朴

［２００２］）。「ピグー税」や，「汚染税」，「グリー

ン税」，そして「環境関連税」，「環境保護税」

など，多くの用語が存在し，複数の分類に跨が

る意味を持っている場合が多く，明確に使い分

けられていないため，環境に関連する環境税の

乱立傾向がある。

以上のように，環境税に対する定義について

は多くの問題点が存在している。そのため，本

論文では環境税の理論と現実を議論する出発点

となる「環境税の定義」を巡る整理・再検討を

行った。本研究の主眼点は，中国における環境

関連「税」及び「費」として分類されているも

のの中には環境税として定義づけられないもの

があることを明らかにし，現在中国の環境に関

連する「税」や，今まで環境税の役割を果たし

て来た「排出汚染費」及びその他の環境に関連

する「費」を再定義したいところにある。特

に，海外の環境税の現状と今に至った経緯を探

ることによって，今後中国の環境税のあり方を

究明することは非常に有意義であろう。

本論文では，環境税の基礎理論，概念の歴史

的変遷，諸外国の導入状況を確認した上で，中

国における環境税の現状と定義をめぐる議論を

整理し批判的な検討を行った。分析の手法は主

に理論的な整理と歴史的な検証を取り入れた現

状の紹介と批判的評価である。

論文構成については，４節によって構成され

る。まず，第１節では，環境税の定義に関する

先行研究を扱い，本論文における環境税の定義

を明確に示す。第２節では，中国における環境

関連「税」と「費」の現状を扱い，同時に事前

に提示した環境税の定義に照らして，それらが

妥当なものかを評価する。第３節においては，

中国の研究者による「環境関連税」の定義・分

類を紹介し，その特徴や問題点について批判的

検討する。特に，中国の研究者は環境税をどの
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ような根拠に基づいて定義し，どのような基準

によって分類しているのかに焦点を当て，これ

らの根拠と基準が従来の環境税の議論と何が異

なるのかを分析する。最後の第４節は，環境税

と言えないと判断された「税」と「費」のグ

リーン化して行く可能性を試みる。

１．先行研究における環境税の定義

１．１． 環境税の理論的基礎

１．１．１． ピグー税としての環境税

ピグーは『厚生経済学』（Pigou［１９２０］）に

おいて，後にピグー税と呼ばれる租税政策手段

としての課税を提唱した。ピグー税の理論では

私的限界費用と社会的限界費用の乖離に対する

課税を環境税として再構成し，環境汚染のもた

らす外部不経済を内部化し，最適な資源配分を

実現する点に置かれている。ピグー税の特徴を

まとめると以下になる。

①汚染の限界排出削減費用が最小化される

②外部不経済を内部化することにより，社会

的厚生が最大化される

③税収の使途が限定されていない

④その税収は，企業に対する損害賠償額とは

一致しない

しかし，同時にピグー税を実現するためには，

幾つかの難点が存在する。

①ピグー税を実行するためには限界外部費用

や限界損害費用を数量的に把握する必要があ

る。今日，この情報を正確に把握することに

関してかなりの困難がある。そのため，これ

に見合った形で税率のレベルを特定化し，賦

課する事も非常に難しい事になる。なぜなら

ば，A．汚染による限界損害費用の貨幣価値

を合理的に測定するのが不可能であり，B．

限界外部不経済と関連するこの費用は広範囲

に拡散し無形の物も含むからである。

②最適汚染水準のもとでは，不可逆的な絶対

的損失の発生を回避出来ないところがある。

公害に伴う社会的損失には絶対的不可逆的損

失があるため，貨幣的に補償不可能なものが

含まれる。後に述べるボーモル＝オーツ税で

は，最小安全基準のアプローチからこの問題

点を補う事が出来る。

③汚染問題のみを対象にしている点で不十分

である。今の環境政策の対象は汚染防止だけ

でなく，社会資本の整備，自然や街並みの保

全，アメニティの工場等，広く環境保全一般

を課題としており，そのための正当な負担が

求められる様に成っている。

④仮に最適汚染水準を政策目標として許容す

ることになったとしても，それを実現すべく

環境税が課された場合，その負担が消費者に

転嫁され，負担の逆進性が発生する事にな

る。これは OECD の実証研究（OECD［１９９４］）

で既に証明されている。

１．１．２． ボーモル＝オーツ税としての環境税

ボーモル＝オーツ税は，自然科学的知見等に

基づいて集合的意思決定によって決められた環

境政策の目標水準を最小の社会的費用で達成す

るような課税である。目標水準を最少の社会的

費用で達成とは，最小安全基準のことを指し，

生態系や枯渇性資源の保全に関して社会的な合

意を形成し，それを制約条件として純便益の最

大化を図ることを政策の公準とすることである

（Randall and Farmer［１９９５］，pp．２６－４４）。

ピグー税とボーモル＝オーツ税の違いは，ピ

グー税は経済厚生の最大化を目標とするのに対

し，ボーモル＝オーツ税は最小安全基準を費用

効率的に実現することを目標としている点であ

る。しかしながら，ボーモル＝オーツ税の最小

安全基準を実現するにもなお問題点が存在す

る。それは，最適なボーモル＝オーツ税の税率

を決定するには試行錯誤の過程を行わなければ

ならない。現実の政策過程に置いて，頻繁に税

率を変更する事は事実上困難である。

以上のように，環境税はピグー税の『厚生経

済学』に理論的起源をもつが，最適汚染水準の

代わりに最小安全基準を考慮したボーモル＝

経 済 学 研 究310164（ ） ６３－２
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オーツ税ですら実行上問題点が存在し，実現す

るのはかなり難しい。従って，現実的に理論通

りの「ピグー税」も「ボーモル＝オーツ税」も

存在しないため，それらをそのまま「環境税」

の定義とすることはできない。

１．２． 諸国における環境税の概念変遷

１．２．１． OECDの定義を巡る議論

OECD とは，主に民主主義と市場経済を支

持する諸国が持続可能な経済成長や，雇用の増

大，生活水準の向上などを目的に活動を行って

いる国際機関である。現在，３４ヵ国の加盟国

からなる OECD 諸国は，特に国内の大気の

質，水の供給と水質，廃棄物の管理，生物多様

性の喪失など，数多くの環境課題に直面してい

る。その中で，これらの諸国では，１９９０年代

から，環境政策の面で，経済的手段の果たす役

割，とりわけ環境税の役割が増してきた。１９９１

年，OECD は税制と環境に関する取り組みの

手始めとして租税委員会と環境政策委員会の監

督のもとに「税制と環境に関する作業部会」を

発足させた。１９９３年，同作業部会は報告書

「税制と環境の総合補完政策」としてその調査

内容を発表した（OECD［１９９３］）。そして，１９９５

年に報告書「OECD 加盟国における環境税」

（OECD［１９９５］）が発表されるなど，OECD の

報告書では環境税が現在加盟国でどのように利

用されているのかをより広範囲的に論じられて

いる１）。また，OECD は５０年以上にわたり，

世界で最も信頼出来る比較可能な統計，経済・

社会データのソースであり続けてきた２）。更

に，OECD は経済学と公共政策の分野で世界

最大の出版機関の一つとなっていることか

ら３），本論文では OECD による「環境関連税」

の定義を参考に「環境関連税」の新たな定義を

探ろうと考えた。

１９９６年 OECD:

環境税手段の定義として，１９９６年 OECD の報

告書は，次の５つを挙げて説明している４）。そ

の５つとは，①排出税（Emission Taxes），②

製品税・課徴金（Product Charges or Taxes），

③税の差別化（Tax Differentiation），④利用

者課徴金（User Charges），⑤税の軽減（Tax

Relief）である。これは環境に負荷を与える汚

染物質の生産過程，加工過程，使用過程に於い

て課税したもの及び税の優遇措置を加えた分類

である。しかし，植田（１９９７）によれば，これ

は環境保全を促進するための手段として税，あ

るいは課徴金を用いる場合の分類を行ったに過

ぎず，環境税とは言えないと批判している。

１９９６年 Eurostat:

同年，統計に必要であることを理由に，欧州委

員会に於いて統計を担当する部門ユーロスタッ

トは環境税を定義しようと試みた５）。それは，

ある税の課税ベースは物理的に測定可能な単位

を課税ベースにするのであり，またこの物品の

使用，あるいは排出が環境に特定の負の影響を

もたらすと証明出来れば，この税を環境税と見

なすことである。これはピグー税の理論的根拠

と同じく，環境負荷の抑制を目的に徴収する税

を指している。また，課税ベースも物理的に測

定可能な単位に限定しているため，科学的根拠

を必要とする。

１９９７年 OECD and IMF:

翌年，OECD and IMF（１９９７）では，環境税

の 種 類 を ① 税（Taxes），② 負 担 金

（Charges），③ 排 出 課 徴 金・税（Emission

Charges or Taxes），④生産物税（Products

Taxes）に分けて説明している６）。

①税（Taxes）に関しては政府への「強制的」

１）OECD［２００１］.
２）OECD東京センター。
３）Ibid。

４）OECD［１９９６］，p．１０.
５）Eurostat［１９９６］.
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かつ「一方的」な支払を強調し，特に環境分野

に関連しては，「環境に関連する」という曖

昧な記述を使用している。しかし，環境税と

いう名の通り本当に環境へ負の影響をもたら

すものに対する税なのかは不明瞭である。

②負担金（Charges）に関しては，政府から

の「反対給付」を有するものと定めており，

下水道料金（排水課徴金）を例に挙げてい

る。また徴収された収入は特別基金として，

対価的な見返りのない環境目的の使用は可能

と説明している。

③排出課徴金・税（Emission Charges or

Taxes）は課税ベースに廃棄物の排出量と観

光損害程度に応じて税率を定め，課税したも

のである。例として廃水課徴金や廃ガス課徴

金・税を挙げている。

④生産物税（Products Taxes）は生産物の

生産，消費，処分過程で汚染物を排出する場

合に徴収する税であり，例としては炭素税や

硫黄税を代表にした燃料税や，農薬税，バッ

テリー税などがある。

以上によれば，①税の「一方的」な支払と比

べ，②負担金は「反対給付」を求める基金であ

るところに違いが生じる。しかし，③排出課徴

金・税と④生産物税は，①税と②負担金の一形

式でしかない。ここで分類に一貫性が見られな

い。また，③排出課徴金・税の課税ベースは廃

棄物の排出量及び環境損害程度と定めている

が，環境損害程度とは科学的に測定出来るかが

疑問である。最後に，④生産物税は汚染物の排

出に徴収する税であり，③排出課徴金・税と重

なる部分が存在する。従って，以上の環境税に

ついての説明は，全体的に曖昧な内容が多く，

分類に関しても租税構造や，課税ベース，そし

て課税対象など基準のまとまりがなく理解しが

たい。

１９９８年 OECD:

１９９８年，OECD は環境政策手段としての租税

の利用全般を対象に３つの案を提出した。

A 案：立法する目的が環境保護のためなら

ば，環境税と見なす。

B 案：環境の改善に経済的な刺激を与えられ

るのであれば，環境税である。

C 案：課税ベースが，科学的に環境に負の影

響を与える対象であれば，環境税という。

結果的に C 案を選択したのだが，その理由

として A 案の導入目標が環境のため，そして

B 案のインセンティブ効果があるといった主観

的な要素が入っているため却下された。なぜな

ら，目標や効果は環境税の補助的基準に過ぎな

いからである。従って，C 案は一般に科学的な

証明が基準となっているため採択された。１９９８

年 OECD の定義も，１９９６年ユーロスタットが

定義した環境税と同じ内容が書かれており，

「環境に負の影響を与える」対象を課税ベース

とした定義である。

２００６年 OECD and IEA and EC:

２００６年，OECD（経済協力開発機 構），IEA

（国際エネルギー機関）及び欧州委員会は，

「環境関連税」を「特に環境分野に関連すると

考えられる課税対象に対して賦課する義務的か

つ一方的な政府への支払」と定義し，環境に関

連する課税対象として，エネルギー製品，自動

車，廃棄物，測定，又は推定された排出物，天

然資源等を挙げている７）。この定義のもとで

は，「義務的」かつ「一方的」な支払と強調し

ている点において，１９９７年 OECD and IMF が

分類した①税と同義であり，②「負担金」と明

白に区別される。しかし，税の名称，目的や使

途が判断基準とならないこともあり，OECD

加盟国で３７５もの「環境関連税」があげること

ができるという８）。

６）OECD［１９９７］. ７）OECD［２００６］，p．２６.
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２００６年 IBFD:

２００６年，国際税務研究機関（IBFD）は環境税

を「汚染企業，あるいは汚染物に対し徴収する

税，汚染防止や環境保護ために投資する納税者

に対する減免措置を言う」と定めている（『国

際税収辞典』第二版より）。つまり，環境税に

は汚染税と優遇措置が含まれることになる。こ

こでは理論的根拠，課税ベースに一切触れず，

課税対象も汚染企業と汚染物といった曖昧な言

葉を使用している。

２００７年 OECD:

２００７年，OECD の環境税に関する定義が更に

範囲が広まり，「ある特定の環境目標のために

導入した税収，あるいは当時は環境が理由で導

入されたのではないが，環境目標にある程度の

影響がある場合，環境を理由に増やし，修正

し，減らすことのできる税収」と公表した。こ

こでの定義は環境効果を重視し，税率の調整可

能性を強調している一方，理論的根拠や課税

ベースを限定しておらず，かなりの自由度を与

えている。また，これでは１９９８年 OECD が提

出した C 案と矛盾するところがある。１９９８年

OECD の提案では A 案，B 案は主観的な要素

が含まれる理由で却下された一方，科学的基準

を重視した C 案が選択された。２００７年 OECD

の定義内容はこれに反するものとなっている。

以上から分かるように，環境税の定義につい

ては様々な概念が年ごとに提出されているにも

かかわらず，徐々に曖昧になり，範囲も広まり

つつある。現在に至るまで，まだ定まった世界

共通の見解があるわけではない。確かに環境税

の定義を分類の方法によって定めるのは一つの

方法としてあり得るが，やはり理論的根拠や課

税ベースなどを基準に定めるべきであろう。

従って，ここ１０年の環境税の定義を見たとこ

ろ，Eurostat（１９９６）と OECD（１９９８）提出した C

案が最も基準となりうる定義と考えられる。

１．２．２． 環境税の一例－環境課徴金－

課徴金政策とは，公害の発生源や環境破壊者

に対し，公害対策関係費を汚染者（環境破壊

者）から負担金として，あるいは汚染防除税と

して徴収する方法である（宮本［１９８９］，p．

２０５）。課徴金（日本の財政法第３条）とは，広

い意味で国が行政権・司法権に基づき国民から

賦課徴収する金銭負担のうち，租税を除くもの

をいう。行政権に基づく課徴金としては，手数

料・使用料等があり，司法権に基づくものに

は，罰金・科料・裁判費用などがある。

環境汚染物質や不用物の排出量や質に応じて

排出者から費用を徴収することで，市場メカニ

ズムの活用を通じて環境汚染物質や不用物の排

出を減らすことを目的とした経済的手段のひと

つであって，単に「課徴金」と言う場合もあ

り，また「排出賦課金」と言う場合もある。

環境課徴金制度には，排出課徴金以外にも，

ユーザー課徴金（不用物処理のため公共の施設

又はサービスを利用する際に，利用に応じて徴

収），最終処分課徴金（廃棄物の最終処分を行

う際に，量や質に応じて徴収），製品課徴金（製

品の生産，輸入等に際して，量や質に応じて徴

収することで消費後の不用物の発生が少ない製

品を優遇する），天然資源課徴金（再生資源以外

の原材料の使用，採取，輸入等に際して，量や

質に応じて徴収）などさまざまな形態がある。

最も歴史の古い環境税である排水課徴金は，

１９６９年に導入されたフランス排水課徴金と

１９７０年に導入されたオランダ排水課徴金であ

る（諸富［２０００］，p．４）。この２種の課徴金は

外部不経済を内部化するための政策手段として

導入された訳ではなく，水質管理を行っている

水管理公団や水管理組合がその財源を調達する

ために環境負荷を課税標準として課徴金を徴収

したのがその始まりである。つまり，フランス

排出課徴金とオランダ排出課徴金は環境負荷に

課税をし，財源調達が導入目的となっている。

OECD（１９９８）が提出した C 案の「課税ベー８）Ibid.
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スが科学的に環境に負の影響を与える対象であ

れば，環境税という」との定義に当てはまる。

一方，スウェーデンの NOx 課徴金は，エネ

ルギー生産における窒素酸化物排出に対する環

境課徴金である。１９９２年に実行され，課徴金

の導入目的は① NOx 排出量を急速に削減し，

１９９０年代半ばまでに排出削減目標を達成する

事，②対象プラントに排出基準以下の排出のた

めの技術インセンティブを与える事にあった。

従って，NOx 課徴金は，課税ベースと理論的

根拠の両方を明確に定めている。更に，集めら

れた税収を課税対象企業に対して再配分する点

にも特徴があった。スウェーデンの NOx 課徴

金はインセンティブ型の環境税と位置づけら

れ，大部分が財源調達を主たる目的にした「環

境関連税」と比較し，伝統的理論に則した数少

ない事例の一つであると藤田（２００３）は位置づ

けしている。

１．３． 本稿における「環境税」概念のまとめ

ここ１０数年において，OECD を中心として

環境税概念の変遷を見たところ，９０年代初頭

はピグー税を理論的根拠として外部不経済を内

部化するための政策的手段として環境税を定義

することが議論の出発点となっていた。フラン

スやオランダの排水課徴金は財源調達のために

環境負荷に課税したのが始まりであった。結果

的にこれらは，環境目標に良い影響を与えた点

で評価されている。スウェーデンの NOx 課徴

金は伝統的理論に合致した環境税であることは

衆知の通りである。しかし２１世紀に入り，環

境税の定義が広がる傾向にあり，世界中には

様々な名称をもった「環境関連税」が現れるよ

うになった。その背景には，OECD を代表に

した国際機関の環境税定義が，時間とともに変

遷しているところに問題があるのではないかと

考える。諸外国に於ける環境税の概念に含まれ

る内容を整理したところ，以下のようにまとめ

ることができる。

①課税ベース：環境に負の影響を与えること

を科学的に証明出来る，物理的に測定可能な

単位に課税

②課税の範囲：生産・加工・消費（使用）・

排出，そして処理過程と幅広い範囲に渡る

③徴収の特徴：特定目的性，環境関連性（そ

の他，各論述において無償性，有償性，強制

性，随意性などの特徴も見られる）

④収入の使途：特に制限はない

⑤優遇措置：汚染防止や環境保護ための投資

に対し減免措置がある

これらの内容に基づいて，環境税について著

者独自の再定義を試みた。

「環境関連税」とは，環境に負の影響を与え

ると科学的証明できる，物理的に測定可能な単

位に課税し，課税範囲は特に限定しないが，強

制的な徴収が環境に関連した，特定の目的を達

成するためのであれば「環境関連税」と見なす。

ここで，控除や差別税率の適用，及び生態多

様性保全に関連した諸税について少し説明を付

け加えたいと考える。

まず，いわゆる「自動車税制のグリーン化」

についてである。これは，近年，自動車重量税

や自動車税，そして自動車取得税に適用されて

いるエコカー減税，グリーン化特例，補助金な

どを指す。これらについては，環境に望ましい

選択を促すために設けられた差別税率や控除の

適用を，「環境関連税」として見なしてよいか

が議論の焦点となっている。OECD 諸国にお

いても２０００年に入り様々な自動車関連諸税の

見直しがなされている９）。特に排気量課税や重

量課税に CO２排出量基準を併用した課税方式

が増える傾向にある。筆者は，排気量課税ある

いは重量課税のみの課税方式では，環境負荷に

課税ベースを置いていないため，「環境関連

税」と見なせないと考える。CO２排出量基準を

９）OECD/EEAデーターベース。
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取り入れた場合に初めて「環境関連税」と呼ぶ

ことができる。また，エコカー減税やグリーン

化特例などの措置は，環境性能に優れた自動車

を普及し，走行距離当たり CO２排出量に一定

程度応じたものとなっているところに評価がで

きるが，自動車企業の販売手段の一つに過ぎ

ず，それを「環境関連税」と見なすのは困難で

あろう。自動車に対する軽減措置はあくまで環

境負荷を減らす補助的役割であり，完全に環境

税の役割を担うことはできない。従って，これ

らの優遇措置は「環境関連税」の補完的手法と

して扱うことはできるが，「環境関連税」その

ものを構成すると見なすことはできない。

その他，生物多様性保全に関連した諸税とし

て，日本の 森 林 環 境 税 や，オ ー ス ト リ ア

（ウィーン市）の森林保護税などがある１０）。日

本の森林環境税は３３県に渡る地方環境税とし

て位置づけられているが，森林環境保全を目的

にした住民税均等割超過課税方式を取ってい

る１１）。上述の環境税定義が，「環境に負の影響

を与えると科学的に証明できる，物理的に測定

可能な単位に課税」と明記している点で判断す

れば，日本の森林環境税は「環境関連税」とし

て認められない。つまりこの税は，名前こそ

「森林環境税」だが，環境に負の影響を与える

行為に対して課税ベースを置いてない点で，環

境税とは呼べない。日本の森林環境税はあくま

で森林の管理や整備の為に導入された税金に過

ぎない。一方，オーストリアのウィーン市に於

いて森林保護税が導入されているが，これは伐

採という環境に負荷を与える行為課税であるた

め，本稿の定義でも「環境関連税」として取り

扱うことができる。

２．中国における環境関連「税」と「費」の現

状及びその評価

２．１． 中国税制の概略と変遷

歴史から見ると，８０年代まで中国では平均

１０年に一度の一般的な税制改革が行われてい

る。１９８０年代初頭，中国は計画経済体系にあ

る中，改革開放政策の実施と伴に「渉外税制改

革」（対外税制改革）を行った。その後，１９８３

年，１９８４年の税制改革では，国営企業課税の

「利改税改革」が２度に渡り行われた。これに

より，利潤上納制が基本的になくなり，市場経

済に見合った税制，つまり固定化した税制が事

実上成立したことになった。１９９４年，中国で

は建国以来最大規模の税制改革と分税制財政管

理体制の改革が行われた。この改革により社会

主義市場経済体制に見合う税制体系が出来上

がった（国家税務総局［２０１３］）。１９９４年の税

制改革以降，中国の税制は２３項目の税が含ま

れることとなった。課税ベースに基づいて，こ

の２３項目の税を流通課税，所得課税，資源課

税，財産課税，行為課税の５税類に分ける事が

出来る（張［２００９］）。

①流通課税とは，商品とサービスの販売額や

営業収入を算定根拠として，生産，経営コス

ト及び費用変化に影響されない税のことをい

う。具体的には，付加価値税，消費税，営業

税，関税などが含まれる。

②所得課税とは，収益税の事を言い，国家が

法人，個人及び経済組織に対し一定の期間に

各種の所得から徴収する税である。企業所得

税，外商投資企業と外国企業の所得税，個人

所得税，農業税などがある。

③資源課税とは，自然資源課税の税種の総称

である。資源税，城鎮土地使用税を含む。

④財産課税とは，法人及び個人が所有し支配

の出来る財産を対象に徴収する税を指し，不

動産税，都市不動産税，車船使用税，車船使

用ライセンス税，船舶トン税，土地付加価値

税，契約税などが入る。
１０）OECD/EEAデーターベース。
１１）各都道府県ホームページ資料を参考。
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⑤行為課税とは，納税者の特定行為を対象に

徴収する税種のことであり，都市維持建設

税，固定資産投資方向調節税，印紙税，耕地

占用税，屠殺税，宴会税などが含まれる。

そして，２００３年以降「農村税費改革」（農村

の税及び費の改革）の実施や，所得税制や財産

税制などの見直し，輸出税の払い戻し改革が進

められた。現在，中国の税制は付加価値税，消

費税，営業税，企業所得税，個人所得税，資源

課税ベースによる税額 税 種 税収（億元）同類税収中の割合（％）全税収に占める割合（％）GDP に占める割合（％）
流通課税 付加価値税 ２６４１５．５１ ５０．０ ２２．５ ５．１

消費税 ７８７５．５８ １４．９ ６．７ １．５
営業税 １５７４７．６４ ２９．８ １３．４ ３．０
関税 ２７８３．９３ ５．３ ２．４ ０．５
小計 ５２８２２．６６ １００．０ ４５．０ １０．２

所得課税 企業所得税 １９６５４．５３ ７７．２ １６．８ ３．８
個人所得税 ５８２０．２８ ２２．８ ５．０ １．１

農業税（廃止） ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
外商投資企業と外国企業の所得税（廃止） ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

小計 ２５４７４．８１ １００．０ ２１．７ ４．９
資源課税 資源税 ９０４．３７ ３７．０ ０．８ ０．２

城鎮土地使用税 １５４１．７２ ６３．０ １．３ ０．３
小計 ２４４６．０９ １００．０ ２．１ ０．５

財産課税 不動産税 １３７２．４９ ３４．０ １．２ ０．３
車船税 ３９３．０２ ９．７ ０．３ ０．１

車輌購買税（導入） ２２２８．９１ ５５．２ １．９ ０．４
船舶トン税 ４０．９８ １．０ ０．０ ０．０

車船使用ライセンス税（廃止） ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
都市不動産税（廃止） ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

小計 ４０３５．４ １００．０ ３．４ ０．８
行為課税 都市維持建設税 ３１２５．６３ ２７．６ ２．７ ０．６

耕地占用税 １６２０．７１ １４．３ １．４ ０．３
土地付加価値税 ２７１９．０６ ２４．０ ２．３ ０．５

印紙税 ９８５．６４ ８．７ ０．８ ０．２
契約税 ２８７４．０１ ２５．４ ２．５ ０．６

屠殺税（廃止） ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
宴会税（廃止） ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

固定資産投資方向調節税（廃止） ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
小計 １１３２５．０５ １００．０ ９．７ ２．２

その他 タバコ税 １３１．７８ ２．９ ０．１ ０．０
輸入付加価値税と消費税 １４８０２．１６ ３２８．２ １２．６ ２．９

輸出付加価値税と消費税の払い戻し －１０４２８．８９ －２３１．２ －８．９ －２．０
その他の税種 ５．２２ ０．１ ０．０ ０．０

小計 ４５１０．２７ １００．０ ３．８ ０．９
非税収入 専門項目収入 ３２３２．６３ １９．４ ２．８ ０．６

行政事業性収入 ４５７９．５４ ２７．５ ３．９ ０．９
罰金・没収収入 １５５９．８１ ９．４ １．３ ０．３

その他収入 ７２６７．２６ ４３．７ ６．２ １．４
小計 １６６３９．２４ １００．０ １４．２ ３．２

合計 １１７２５３．５２ １００．０ ２２．６

表１ ２０１２年中国の財政収入及びその構成

注１：所得課税のうち，農業税は２００６年に廃止，外商投資企業と外国企業の所得税は２００８年に廃止された。財産課税のうち，
車船使用ライセンス税は２００７年に廃止，都市不動産税は２００９年に廃止，車輌購買税は２００１年導入された。行為課税のうち，
屠殺税は２００６年に廃止，宴会税は２００８年に廃止，固定資産投資方向調節税は２０１２年に廃止された。

注２：中国では付加価値税が「増値税」，契約税が「契税」，タバコ税が「煙葉税」，印紙税が「印花税」と言われている。２００７年
より「車船使用税」の名称が「車船税」に変わった。

注３：色を塗りつぶしている項目は中国の現状において「環境関連」と呼ばれる８項目の税種である。
出典：張忠任［２００９］「中国の政府間財政関係改革の趨勢―分税制の変容―」『総合政策論叢』第１６号，中華人民共和国財政部予

算司［２０１３］「２０１２年全国公共財政収入決算表」２０１３年７月１５日，中華人民共和国国家統計局［２０１３］「２０１２年国内生産総額
（GDP）初歩核算状況」国家統計局，統計分析，進度情報２０１３年１月１９日を参照のうえ，筆者作成。
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税，城鎮土地使用税，不動産税，都市維持建設

税，耕地占用税，土地付加価値税，車輌購買

税，車船税，印税，契約税，タバコ税，関税，

船舶トン税などの１８項目で構成されている。

表１は，１９９４年の２３項目５税類を基に，２０

１２年中国の財政収入及び構成，GDP に占める

割合を表している。

２．２． 環境と関連する「税」及びその評価

上記（１８項目）の税種のうち，環境や資源

に利用すると一般的に中国の研究者にされてい

る税種を取り上げると以下のようになる。

①流通課税：無し

②所得課税：無し

③資源課税：資源税，城鎮土地使用税

④財産課税：車船税，車輌購買税

⑤行為課税：都市維持建設税，耕地占用税，

土地付加価値税

また，これらを，税収配分の権限により分類し

た場合，３種類に分けられる。

a）中央税：車輌購買税

b）共有税：資源税

c）地方税：城鎮土地使用税，都市維持建設

税，車船使用税，耕地占用税，土地付加価値税

以上の内容を導入の年代順にまとめると表２に

なる。

表２によれば，２０１２年基準で，中国の環境

や資源に利用されている７税種の総税収に占め

る割合は１０．７％，GDP に占める割合は２．４％

にも達していることが読み取れる。一方，OECD

諸国に置いても「環境関連税」の税収対 GDP

比（２００９年データ基準）はデンマークが最も

多い ４％ を超える数値となり，平均 ２％ 前後

となっている１２）。表２から見たところ，中国に

おける「環境関連税」の現状は OECD 諸国と

比較しても一見平均水準に達しているように見

える。しかし，実際はどうであるのか，再確認

する必要がある。以下，上記の③～⑤の税種に

ついて，順次その概要を説明して行くと同時

に，上述に提示した環境税の定義に照らして，

再評価する。

資源税は１９８４年に導入され，１９９４年に一度

修正されたが，２０１０年に新彊を始めとして，

従量課税から従価課税に転換し，税率 ５％ に

設定され，２０１１年より全国の資源税改革が進

められた。課税対象は，原油，天然ガス，石

炭，その他の非金属鉱物原鉱，鉄金属鉱物原

鉱，非鉄金属鉱物原鉱，そして塩の７種類であ

る。主に化石燃料や鉱産及び塩向けであり，そ

の他森林や草原，そして水資源などは含まれ

ず，僅か一部の自然資源しか対象にしていない

ことが問題視されるが，上述の環境税定義では

課税範囲を必ずしも限定しないため，特に問題

はないと言える。中国の資源税は資源の品位や

採掘条件の差異による法人所得格差を是正する

ことを第１の目的とし，資源の最適利用を促進

することを第２の目的とする，資源の採掘につ

いて課される税金である１３）。つまり，主に資源

１２）OECD［２０１１］.

課税ベースによる税額 税 種 導入年代 税収配分の権限 総税収に占める割合 GDP に占める割合
資源課税 資源税 １９８４年 共有税 ０．８％ ０．２％

城鎮土地使用税 １９８８年 地方税 １．３％ ０．３％
財産課税 車船税 １９８６年 地方税 ０．３％ ０．１％

車輌購買税 ２００１年 中央税 １．９％ ０．４％
行為課税 都市維持建設税 １９８５年 共有税 ２．７％ ０．６％

耕地占用税 １９８７年 地方税 １．４％ ０．３％
土地付加価値税 １９９４年 地方税 ２．３％ ０．５％

合計 １０．７％ ２．４％

表２ 環境に関連する「税」

出典：表１と同じ。

２０１４．１ 中国に於ける環境税の理論と現実 王 317171（ ）
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差額収入１４）を調整するために導入された税であ

り，資源の合理的利用促進にも繋がると考えら

れるが，必ずしも環境に負の影響を与える物理

的に測定可能な単位に課税しているとは言えな

い。課税ベースと税率については，最後の改革

実施以降，原油と天然ガスに対して従来の従量

税方式（原油８～３０元／t，天然ガス２～１５元／

�）から従価税方式（売上高の ５％～１０％）

に切り替えられ，その他の税目は生産・販売量

に基づく０．３～６０元の従量税となっている。以

上の通り，中国の資源税は，強制性の特徴を持

つ一方，環境への関連性と特定の目的性が環境

負荷とは一致しないため，「環境関連税」と言

い難い。

資源税の課税対象には含まれない森林，草

原，水，土地などの自然資源を対象にする税と

しては，特に耕地占用税，城鎮土地使用税，土

地付加価値税の３つから代表される土地関連税

が目立つ。

耕地占用税は，１９８７年《中華人民共和国耕

地占用税暫行条例》より農業非農業用の耕地占

用を制限する目的で導入され，２００７年の改革

より税率の引き上げが行なわれた。課税対象

は，耕地を非農業以外の目的で使用する企業あ

るいは個人に対する徴収であり，課税ベースに

関しては，耕地面積に課税した１回限りの徴収

で，税率は５～５０元／㎡である。また，収入の

使途においては農業専用資金として使われる地

方税であり，特定の目的性を持っていることは

明らかである。従って，農業用地を保護する意

図が見られ，インセンティブが生じる可能性が

ある。しかし，耕地の非農業利用は，環境負荷

の削減に繋がるのかが不明である。つまり，非

農業利用における環境負荷に応じた課税となっ

ていないため，厳密には環境税ではないと言え

る。後は「農地保護＝環境保全」と言えるの

か，評価しなければならない。

土地使用費から由来する城鎮土地使用税は，

１９８８年《中華人民共和国城鎮土地使用税暫行

条例》より導入され，土地使用費は同時に廃止

された。そして，２００６年の修正より課税対象

の拡大と課税率の引き上げが行われた。ここで

注意が必要なのは，中国の土地は公有制のた

め，「所有権」と「使用権」が分離しており，

私有は認められていない点である。課税目的に

ついて，中国の城鎮土地使用税は土地の差額調

整を第１の目的とし，土地の効果的・効率的利

用促進を第２の目的として導入された税種であ

る１５）。従って，導入目的においては土地の合理

的使用の面で有意はあるが，土地の使用権に対

しての課税であるため，環境負荷とは関連せ

ず，「環境関連税」とは言い難い。課税対象

は，都市，県，鎮及び工業・鉱業区内の土地を

使用する企業あるいは個人である。課税ベース

及び税率に関しては，土地の使用面積に基づき

０．６～３０元／㎡の定額税率を実施している。

土地付加価値税は，１９９４年《中華人民共和

国土地付加価値税暫行条例》より導入された。

中国の土地付加価値税は不動産市場の秩序を規

範し，土地の増値収益の配分を調整することを

目的とした差別収益課税である１６）。課税対象は

国有土地使用権と地上建築物及び付着物の転譲

により収入を所得する企業あるいは個人であ

る。課税ベース及び税率に関しては，不動産の

転譲による増値額をベースに，３０％，４０％，５０

％，６０％ の四段階に分けて超額累進徴収する

地方税である。従って，土地付加価値税は土地

使用権の移転に課する財産課税であるため，国

１３）何彦旻［２０１３］，広東省地方税務局［２０１０］を参
照。

１４）ここで言う「差額収入」とは中国での「級差収
入」のことである。

１５）ここで言う「差額調整」とは中国での「級差調
整」のことである。国家税務総局［２００４］国税
発１００号を参照。

１６）ここで言う「差別収益課税」とは中国での「級
差収入徴税」のことである。注１５と同じく国家
税務総局［２００４］を参照。
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家財政収入の資金調達と土地バブルの抑制と

いった面が見られ，「環境関連税」の課税根拠

と異なる。

以上の４つの税目は天然資源分野であった。

次に，中国の自動車関連税として車船税と車輌

購買税を挙げることができる。自動車分野の環

境関連の税目としては OECD 諸国においても

自動車登録税や車輌使用税などが存在し，既に

３５ヵ国に於いて導入されている１７）。

車船使用税は，１９８６年の車船ナンバープ

レート税の廃止と同時に導入され，２００７年よ

り車船税と改称し，２０１２年の修正より新たな

基準と優遇措置を取り入れた。改革後の車船税

の課税目的は省エネと排出削減とされている。

課税対象は車船管理部門にて登録した車輌，船

舶の所有者あるいは管理者である。課税ベース

及び税率に関しては，排気量基準より乗用車・

商用車・連結車・貨車・バイクなどの６分類に

分けて年間３６～５４００元／輛の課税，あるいは

重量基準方式より３～６０元／t の課税，遊覧船

は長さの基準方式より６００～２０００元／m と

なっている。導入目的から見て中国の車船税は

環境を保護するために設定されており，また課

税基準からしても排気量に応じている点が評価

できる。しかし，中国の車船税は固定税額を基

準に徴収する財産課税であり，走行距離，ガソ

リンの消耗料等の要素を考慮に入れていないた

め，実際に環境保護とどれほど関連するのか疑

わしい。従って，環境負荷の多寡と結びつけら

れていなければ環境税とは呼べない。

車輌購買付加費から由来する車輌購買税は，

交通施設の建設や維持費用を目的に２００１年導

入された。課税対象は自動車，バイク，連結

車，農用運搬車など購買する企業，あるいは個

人向けである。課税ベース及び税率に関して

は，従価税方式により統一比例税率１０％ を使

用し，消費段階に課税している。つまり，中国

の車輌購買税は消費者の差別収益課税とも言え

る。従って，課税根拠においても，課税ベース

においても，車輌購買税は環境保護に関連して

いない。

最後に，都市維持建設税は，１９８５年より都

市維持と建設資金の提供のために導入され，１９

９４年に改革が行われた共有税である。都市維

持建設税の約４５％ は環境保護投資に使われ，

環境保護汚染対策資金総額の約３割を占めてい

る点において，間接的に環境保護に関連すると

いえる（楊・葛［２０００］）。しかし，中国の都市

維持建設税はインフラ整備の財源調達を目的に

徴収される税金である。また，課税ベースに関

しても，他の税種と違って独立した課税対象と

課税ベースが存在せず，付加価値税，消費税，

そして営業税の３つの合計額に所在地の固定税

率 ７％（市），５％（県・鎮），１％（その他）

を相乗したものが徴収額となる。従って，環境

負荷を課税基準として徴収する「環境関連税」

との概念に一致せず，「環境関連税」と言い難

い。

２．３． 環境と関連する「費」及びその評価

中国における「費」とは，政府部門が公共物

品やサービスを有償に提供する際に徴収するコ

ストに相当する費用のことを言う。環境と関連

する「費」に入る前にまず，「税」と「費」の

間の違いについて述べる。８０年代の中国にお

いては，「税」と比べて，「費」の方がより早

く，より多く発展し，費が主要な役割を握って

おり，税は補助的役割としての傾向が強かっ

た。これは１９７８年１２月における中国の改革開

放政策により，計画経済体制から市場経済体制

へと転換したことに関連すると思われる。当時

の中国政府は費率を低く設定し，税の代役とし

て多くの費を導入し，予算管理の補足としてい

た。表３は「税」と「費」の違いについて，収

入方式から，立法レベル，性質特徴，徴収部

門，資金の使用方向と資金の管理についてまと

めたものである。１７）OECD/EEAデーターベース。
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立法部門において，環境関連「税」は中央レ

ベルなのに対し，環境関連「費」は中央と省レ

ベルである。徴収部門でも見られるように，環

境関連「税」は国家レベルの税務機関である一

方，環境関連「費」は各級政府の財政部門及び

地方環境保護部門の徴収となっている。従って

政治権力のレベルに差異が見られる。

収入方式のうち，環境関連「費」は税収入と

違って，「非税収入」となっている。非税収入

とは政府が適法に獲得した税収以外の全ての収

入を指しており，２００１年に初めて使用された

言葉である（賈・劉［２００８］）。それまでは「予

算外資金」を使用していた。予算外資金とは，

国家機関，事業単位など政府機能を施行，ある

いは代行し，国家法律法規そして法律効力のあ

る規律を根拠に，予算管理に含まれない各種の

財政資金を徴収することをいう。予算内資金と

比べ，予算外資金は国家政府の財政の予算管理

以外に存在する資金である。先進国において

は，予算外資金という概念は存在しておらず，

政府の収支は全て予算管理により管理されてい

る。中国の予算外資金は１９５０年代から初めて

使用され，当初は予算管理収入の補足として導

入したものである。

資金管理に関しては，近年非税収入の予算管

理編制より，政府収支がかなり明瞭になりつつ

ある。現在，全国の収費は凡そ２００種程あり，

地方の収費を合わせると５００種以上もあるとい

う。また，１９９０年代後半から予算外資金を非

税収入という名称へと転換したこと，予算外資

金管理を予算内管理へと移したことにより，２０

１２年以降の非税収入を公共財政予算管理，政

府性基金予算管理，国有資本経営予算管理，そ

して社会保障予算管理の４部分に分けて政府の

収支を管理するようになった。

特徴としては，「費」には「税」と似た「強

制性」の性質がある。主な非税収入のうち，行

政事業性収入と政府基金，罰金・没収収入がこ

の性質を持った「費」にあたる。次に「費」は

「税」との顕著な違いとして「有償性」があ

る。これが非税収入の国有資源有償使用収入，

国有資産有償使用収入，国有資本経営収入にあ

たる。その他，一部の「費」は「自発性」の性

質を持ち，非税収入の宝くじ公益金と政府名義

献金受け取り収入にあたる。

以上から分かるように，「費」は非常に数が

多く，名目も複雑である。また地方政府による

徴収も含め，同じ対象が二重三重に異なる名義

の費を支払わされることも少なくない。環境に

関連するという意味で，中国の環境に関連する

「費」は「汚染費」と「自然資源費」の２分類

することができる（張［２００６］）。「汚染費」の

内，一部が「排出汚染費」である。「自然資源

費」は自然資源の種類別によって各自の法律で

定められており，管理費，使用費の他，補償費

が含まれる。

①「汚染費」には，排出汚染費，汚染処理費

（汚水処理費＋ゴミ処理費）を含む。

②「自然資源費」には，水資源費，鉱産資源

費，鉱区使用費，漁業資源増殖保護費，土地

相違点 環境関連「税」 環境関連「費」
立法レベル 中央 中央＆省
徴収部門 国家税務機関 各級政府の財政部門＆地方環境保護部門
収入方式 税収入 非税収入
資金管理 国庫に上納，一般財源より管理 国庫或は特定財源に上納，総額予算より管理
性質特徴 強制性・無償性・固定性 強制性・自発性・有償性
使用方向 純公共需要の満足，一般公共産品＆サービスの提供 準公共需要の満足，特定公共産品＆サービスの提供

表３ 環境関連「税」と「費」の違い

注：ここで言う「一般財源」は中国での「財政予算」のことであり，「特定財源」は「財政専戸」のことである。また，「総
合予算」は「一般財源＋特定財源」のことである。
出典：重慶市財政局［２０１３］「税収与非税収入的主要区別」財経知識，政策解読２０１３年３月１日 http://jcz.cq.gov.cn/Html
/1/zjzs/zcjd/2013－03－01/50154.htmlを参照。
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資源費，森林資源費，野生動物資源保護管理

費，水土流失予防費，草原植物回復費，その

他資源費…などが含まれる。

環境に関連する「費」の先行研究は，主に

「汚染費」の１項目である「排出汚染費」をそ

の他の「費」と区別して，単独に議論すること

が多い。次は，「排出汚染費」の制度について

詳しく論じる。

２．３．１． 中国の「排出汚染費」

①２００２年までの「排出汚染費」

中国の「排出汚染費」は，国家法律，行政条

例，地方条例，部門条例，または地方自治体の

規定等からなっている。国家法律において，環

境法律にあたる排出汚染費は，中国の『環境保

護法』をはじめ，『海洋環境保護法』や，『水汚

染防治法』，『大気汚染防治法』，そして『固体

廃棄物防治法』，『騒音汚染防治法』等で主に規

定されている。これらの環境関連法により，２０

０２年まで中国の排出汚染費制度の基本政策は

以下のようになっていた。

ａ．基準を超えて汚染物を排出する場合には，

基準超過排出汚染費を徴収する。

ｂ．新しい汚染源が基準を超えて汚染物を排出

する場合は排出汚染費の費率を倍にする。

ｃ．排出汚染費を徴収して２年を経ても依然と

して基準を超える場合には，排出汚染費の

費率を高める。

ｄ．徴収された排出汚染費は地方財政に納め

る。その使用について８０％ は企業の汚染

改善への補助金として使い，残りの２０％

は環境行政に使用する。

ｅ．排出汚染費の徴収対象は，汚染物あるいは

基準を超えて汚染物を排出する全ての企

業，事業者となっている。

ｆ．排出汚染費制度は，廃水，廃ガス，固体廃

棄物，騒音，放射線廃棄物など５分野１１３

種類の汚染物に対して排出汚染費を徴収す

る。

２００２年までの「排出汚染費」は，理論面に

おいて外部不経済を内部化する名目で導入され

たものであるが，徴収された資金の使途から見

ると，汚染改善の資金と環境行政の財源を調達

する手段に過ぎなかったといえる。なぜなら

ば，主に費率が汚染削減の限界費用と比べ遥か

に低いため，結果的に汚染者は汚染改善，技術

革新を行うよりも排出汚染費を支払うことを選

択している。そして，資源配分の効率性の側面

では十分に機能を発揮出来ず，逆に費用効率性

を減退させた，と梁（２００２）は指摘している。

従って，費率が低いためインセンティブ効果を

発揮できず，補助金と行政使用金の使途が非効

率的であるという２点より，２００２年まで中国

の「排出汚染費」は，本来ならば環境税に期待

される役割を十分に発揮できていないという結

論に至っている。

②２００２年以降の「排出汚染費」

２００２年，国務院より公布された《排出汚染

費条例》は中国の排出汚染費制度が新しい段階

に至ったことを意味している。２００３年排出汚

染費改革より，幾つか制度の修正が見られた。

ａ．内容に関して，倍加徴収及び加重徴収の徴

収規定が削除された。

ｂ．徴収基準について，排出基準超過濃度から

汚染排出総量に変更された。

ｃ．用途について，企業から集められた排出汚

染費は環境行政補助資金としての使用が禁

止され，使用目的が重点汚染源における汚

染の防止及び処理，又は新技術の開発普

及，及び応用に限定された。

ｄ．排出汚染費収入については，環境保護部門

に納める代わりに，商業銀行を通じて国庫

に納め，専用基金として管理されることに

なった。これより，環境保護部門の予算は

財政部門に申請する形で当地の汚染整備や

企業の技術投資用の経費が支出され，更に

環境保護部門自身の行政費用は財政部から

配分されることとなった。
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２００２年以降，《排出汚染費徴収使用管理条

例》の公布により，排出汚染費の徴収及び使用

の管理強化がなされたが，排出汚染費の導入目

的に至っては全く触れられていなかった。結果

的には，排出汚染費の制度趣旨は不明瞭のまま

であった。

２．３．２．「排出汚染費」の再評価

全体的に見たところ，排出汚染費制度は中国

の環境管理の基本制度として，既に中国全国の

省・自治区・直轄市において全面的に実施され

ている。これまでの実施経験のおかげで，中国

の排出汚染費は地方の監視・管理を一定の程度

を高める事ができ，また環境汚染対策の資金調

達にもある程度成功した。更に，企業側と市民

に環境保護の呼びかけ，環境保護の意識を高め

る事も出来た。しかし，同時に幾つかの限界が

あったといえる。

a．財源は不十分

社会主義計画経済という背景の下で導入され

た排出汚染費は，主に国有企業の汚染改善の資

金確保という財源調達手段に過ぎなかった。長

年，排出汚染費は地方の環境保護の地方財源と

しての機能を果たしてきたが，規模が小さすぎ

るため，十分満足な水準とは言えない状況であ

る。

b．制度上のインセンティブ効果

中国の排出汚染費は導入された当時，基準超

過費として設定されているため，資源配分上の

効率性や汚染負荷削減へのインセンティブは発

揮出来なかったといえる。また，排出汚染費の

徴収基準が低すぎるため，効率が汚染削減の限

界費用に遥か及ばず，汚染者は汚染の改善より

排出汚染費の支払を選択する傾向が見られる。

更に，事実上徴収された排出汚染費は汚染処理

専用資金に組み込まれたものの，多くの企業に

補助金として使われてしまい，逆に技術開発を

抑制する働きを生じさせている可能性がある

（梁［２００１］）。

以上のように，中国の排出汚染費は，２００２

年まで基準超過課税であったため，罰金の性質

があると問題視されていた。このため，２００２

年以降は汚染排出総量に課税ベースの変更がな

された。罰金であるにしても，排出総量徴収で

あるにしても，廃水，廃ガス，固体廃棄物，騒

音，放射線廃棄物など，環境に負荷を与える物

理的に測定可能な単位に課税ベースを置いてい

るため，「環境関連税」と見なすべきである。

しかし，強制性といった性質特徴に関しては，

弱い面を持っている。なぜなら，排出汚染費は

中国の非税収入のうち，行政事業性収入１８）の一

項目にあたり，地方政府の意思により随意に費

率を変更することができる。

２．３．３．「排出汚染費」以外の環境に関連する

「費」の再評価

最後に，その他の「費」に関しては，特に環

境要素が含まれる可能性があるのは「国有資源

有償使用収入」と「政府基金」がある。

国有資源有償使用収入とは，「使用者負担」

の原則に沿った資金徴収であり，国有自然資源

有償使用収入と社会公共資源有償使用収入の２

つが含まれる。その内，①国有自然資源有償使

用収入とは，土地譲渡金収入，新増建設用地土

地有償使用費，海域使用金探鉱権及び採鉱権使

用費，探鉱権及び採鉱権代金，鉱区使用費を指

しており；②社会公共資源有償使用収入とは，

タクシー経営権，公共交通線路経営権，自動車

ナンバープレート使用権などの有償譲渡の所得

収入，及びテレビ放送局の国家無線電波資源所

得の広告収入，そしてその他国有資源の所得収

入が含まれる。これらは主に使用権に対する課

税であり，環境負荷とどれほど関連するのかま

た詳しく確認する必要がある。

１８）行政事業性収入とは，特殊なサービスの提供，
あるいは特定な行政管理を実施する際に徴収す
る非営利収入である。特に登録費や維持管理費
が数多く存在し，項目も多様に設立されてい
る。
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政府基金とは，一般的に徴収対象に直接的な

管理関係やサービス関係を持たず，強制性，無

償性といった「準税収」な性質的特徴がある。

しかし，政府基金は２０１２年の統計によれば全

部で３０項目しかなく，その内新菜地開発建設

基金，石炭持続可能発展基金（山西省），森林

植物回復費，育林費，船油汚染損害賠償基金，

再生可能資源発展基金，廃棄電気電子製品基

金，電子力発電所使用済み燃料処理基金の８項

目のみ環境関連性があると考えられる。また，

幾つかの政府基金は期限付きであり，地域特定

といった項目もある。従って，本当の意味での

環境関連なのかは再検討する必要がある。

以上の内容をまとめると，中国において「環

境関連税」と呼ばれる７つの税目（資源税，土

地付加価値税，城鎮土地使用税，耕地占用税，

車船税，車輌購買税，都市維持建設税）は，環

境税の定義からみれば，どれも環境税とは言え

ない。一方，中国では「費」にあたる排出汚染

費は「環境関連税」と見ることができる。ま

た，国有資源有償使用収入，政府基金の中身を

項目ごとに見る必要があるため，環境関連性の

可能性があるとしか言えない。

３．中国における環境税定義に関する議論及び

批判的検討

３．１． 法学と租税論からみた「環境」，「資

源」，「税」の定義

「環境」という概念は，１９８９年に正式に公

布された「環境保護法」で定義されている。本

法律で定める環境とは，「人類の生存，生産に

影響を及ぼす様々な自然的，又は人工的に加工

された自然要素の全てを指す。（中略）大気，

水，海洋，鉱山資源，森林，草原，野生動物，

自然遺産，人文遺産，自然保護区，景観（中

略）を含む」（環境保護総局［１９９７］，pp．３－

５）。

「資源」の概念については，広義と狭義が存

在する。広義の資源とは，人類の生存発展に必

要とする全ての物質及び非物質の要素をいう。

自然界に存在する自然資源と人類の労働によっ

て作られた社会資源（例えば，人力資源，技術

資源，資本資源など）が含まれる。つまり人々

に必要とされ，利用のできる全ての要素を指し

ている。これに対し，通常では狭義の意味で捉

え，自然資源のみを対象としている１９）。自然資

源の定義について《辞海》（１９９９）（辞海とは，

中国の百科事典的な大型総合辞書のことであ

る）では次のように記述されている。「資金と

物資の出所であり，一般的に天然財源のことを

いう。その他にも様々な記述があり，これらの

概念定義についての共通点は，①天然性，②自

然科学概念のみではないこと，③持続発展性が

あることである。」

「租税」の概念を法学的視点から調べたとこ

ろ，中国の憲法においても，法律においても

「租税」の規定はされていない。「租税」とい

う用語は，古く中国封建財税史上において初め

て使われた用語である。当時は国王が土地の所

有者として公地に徴収する税を「租」と称し，

後に「租税」という名称が成立した。現在中国

大陸地域で最も多く使われているのが「税収」

という用語であるが，台湾では「租税」や「賦

税」などの旧称を使用している２０）。「租税」，あ

るいは「賦税」と「税収」の違いはない。諸外

国では「Tax, Taxation, Revenue」といった経

済用語で表し，「中央又は地方の政府が政府支

出の財源を調達するために，民間部門から徴収

する一方的な貨幣の強制移転」というような定

義を用いて，特に強制性，税収の安定性，無償

性の３つの特徴を強調している研究者が多い。

３．２． 現代中国における「環境関連税」－財政

学者が述べる環境税の分類－

中国における環境と関連する諸税の議論にお

１９）王萌［２０１０］，p．３０。
２０）葉 ［２００８］。

２０１４．１ 中国に於ける環境税の理論と現実 王 323177（ ）
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いては，税種の分類を行うことで「環境関連

税」を位置づけようとする傾向がある。ここで

まず財政学的視点から環境税の分類を行った研

究を再検討する。

３．２．１． 環境に関連する税種について代表的な

研究

王金南（１９９９）による「環境関連税」の６分

類：①消費税，②資源税，③車船使用税，④城

鎮土地使用税，⑤都市建設維持税，⑥固定資産

投資方向調整税（２０１２年１１月より廃止）。

まず，消費税について，１９９４年の《条例》

により導入され，設定された１１品目の内，タ

バコ，アルコール，ガソリン，ディーゼル油，

タイヤ，バイク，そして乗用車の７品目が環境

に関連すると分類されている。消費税の課税目

的は，消費方向を導き，製品構造の調整，及び

財政収入の補充にあると明確に設定されてい

る。確かに消費税は税の強制性，無償性，税収

の安定性といった「環境関連税」にもある性質

を持っているが，環境負荷の抑制を目的にした

税ではない。仮に，消費税の徴収によって環境

目標の達成がある程度の成功を納めたとして

も，消費税の課税による要因がどれほど貢献し

ているのかは判断出来ないため，１９９９年まで

の消費税は「環境関連税」ではない。

建築税から由来する固定資産投資方向調整税

は，アジア金融危機からの脱却と，投資方向を

調整する目的で１９９１年の《条例》によって導

入された。２０００年から徴収が一時停止するこ

とになり，２０１２年１１月をもって廃止された。

固定資産投資方向調整税は，国内の固定資産に

投資する１４業界を対象に行われた差別税率の

課税である。これは社会主義的計画経済体制か

ら市場経済体制へ転換期において，特有な政策

であると考えられる。環境保護に関連する投資

プロジェクトには ０％ 税率が適用されると

いった面で汚染対策，省エネの作用がある一

方，主に農業，林業，水利産業に集中し，エネ

ルギー産業（例えば石炭の採掘，開発利用な

ど）も ０％ 税率に設定されている点において

疑問を持つ。

王（１９９９）による「環境関連税」の分類は

１９９９年を基準とすることを分析の前提として

いるため，１０数年後の今，中国の税種自体に

激しい変化が見られる。例えば固定資産投資方

向調整税は２０１２年をもって既に廃止され，資

源税は２０１０年より従量課税から従価課税に転

換しており，車船使用税は２００７年から車船税

に名称が変更され，その他にも城鎮土地使用税

の課税対象の拡大と課税率の上昇といった変化

がみられる。従って，この分類は，中国税制の

現状とずれが生じてしまっている。

後に，王金南（２００６）は「環境関連税」を７

分類に修正した。①資源税，②消費税，③車船

使用税，④車輌購買税，⑤都市建設維持税，⑥

城鎮土地使用税，⑦耕地占用税がある。

また，王（２００６）は改めて環境税の概念につ

いて解釈している。「環境税とは，環境資源を

開発，保護，使用する企業と個人に対して，環

境資源の開発利用，汚染，破壊，そして保護の

程度によって徴収，あるいは減免する税収のこ

とをいう」。２１）ここで王（２００６）の述べる環境

税の概念は，国際税務研究機関（２００６）から由

来していると考えられるが，第１節で述べたよ

うに，理論的根拠や，課税ベースに一切触れて

いない。それにもかかわらず，現在の中国研究

者の間では，これを基準にした環境税の分析が

多い。

１９９９年以降の資源税は，２００４年から４回に

渡り１８の省の石炭税率を引き上げた。また，

２００６年に非鉄金属に対し３０％ 減免の優遇措置

を取り止めた。同時に，山西省など石炭資源消

費量の多い代表的な８つの省に向けて，石炭資

源の有償使用改革が進められた。しかし，１９９９

年当時と変わらず，資源開発者に対する収益調

整を第１の目的とし，開発者の合理的な開発と

資源の節約を促すことは二の次となっている。

２１）王金南等編集［２００６］，p．９５。

経 済 学 研 究324178（ ） ６３－２

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１４　経済学研究Ｖｏｌ．６３，Ｎｏ２／本文／１２　０００～０００　王天荷様  2014.01.10 10.23.08  Page 178 



従って，税率が決まるのは資源採掘の条件であ

るため，資源採掘の環境に与える影響，つまり

負の外部性は税率に反映されていない。

２００６年に，消費税の大きな改革が行われ

た。１４品目の内７品目が環境と関連すると王

（２００６）は述べており，爆竹，精製油，タイ

ヤ，乗用車，バイク，使い捨て割り箸，天然木

フローリング木材が含まれている２２）。２００６年の

消費税は，課税目的について１９９４年当時と変

わらないが，品目の内容と税率の調整が行わ

れ，様々な優遇措置を取り入れられた。課税

ベースはそれぞれ品目ごとに販売額や販売量に

従価税方式あるいは従量税方式を取り，消費者

に転嫁すること形になっている。その内，精製

油は０．８～１．４元の固定税額を使用し，爆竹

（１５％）タ イ ヤ（３％），乗 用 車（１％～４０

％），バイク（３％ と１０％），使い捨て割り箸

（５％），天然木フローリング木材（５％）は

比例課税を使用している２３）。しかし，王（２００

６）が指摘するように，中国のエネルギー消費

の課程で最も主な汚染源となる石炭に対して，

消費税が課せられていない２４）。

また，２００６年の分類では自動車と関連する

車船使用税に車輌購買税が新たに加われた。車

船使用税は車船の使用という行為に対して徴収

する財産税であり，地方政府のインフラ収入，

公共道路と航路の設備資金を集める目的で導入

した税である。そして，車輌購買税は車輌購買

付加費の廃止と同時に２００１年導入された。車

輌購買税もまた車船使用税と同じように，交通

基盤設備と言ったインフラ事業のための資金で

ある。しかし，実際これら２つの税は税収が上

がる一方，大気汚染など負の外部性を内部化す

る作用は果たしていない。

３．２．２． 一般論である３分類

多くの財政学者は環境に関連する税を「環境

保護税」という名称で広義，中義，狭義に分け

て環境税の定義を説明している。例として，丁

芸（２００９）による３分類がある。

①広義：税収体系の中で，環境資源の利用と

保護に関連する税種と税目の総称を言う。環

境汚染税，自然資源税，及び環境目的のため

に特別に集められた資金，そして政府が経済

活動に環境関連性を与えるための税収手段の

総体に及ぶ。

②中義：環境資源の開発，利用する全ての企

業と個人に対して，開発利用の強度及び汚染

破壊の程度により徴収する税種，プラス減免

措置の事を言う。環境汚染税と自然資源税が

含まれる。

③狭義：国が環境汚染の範囲，程度を制限す

るために環境汚染となる経済主体に対して徴

収する特別な税種の事を言う。環境汚染税の

みに限る。

環境汚染税＋自然資源税＋環境目的資金収入

減免措置 その他税収手段

狭義

中義

広義

また，丁（２００９）は広義の概念を使用し，国

際的にも広義の意味を持つ「環境保護税」を使

用していると述べている。

その他，（法学者の）李伝軒（２０１１，p．２２）

も（法学の視点から）「環境関連税」を３分類

することによって環境税の定義を試みた。

①広義：環境保護目的に関連する全ての税

収，あるいは関連する税収措置

②中義：狭義での環境税＋自然資源税＋生態

保護税

③狭義：専門性のある環境税，環境保護の資

金徴収のため，環境汚染の制約と予防のため

に徴収される税収
２２）Ibid., pp．９７－９８。
２３）国家税務総局［２０１１］。
２４）王金南等編集［２００６］，p．１１１。
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一般環境税＋自然資源税＋付加価値税

排出汚染費 生態保護税 消費税

汚染製品税 所得税

その他関連する税種

狭義

中義

広義

丁（２００９）と李（２０１１）の共通点は，（a）．

狭義の「環境関連税」に関しては汚染者負担原

則（PPP 原則）に基づいた CO２税，SOx 税，

NOx 税といった汚染税を指していること，ま

た，（b）．汚染物質の排出抑制を目的にした狭

義の「環境関連税」とは違って，中義の範囲に

含まれる自然資源税は資源の合理的利用と天然

資源の節約使用が前提にあることである。異な

る点は，丁（２００９）は主に財源収入の面から環

境を目的にした資金徴収，政府基金や行政事業

収費，国有資源有償使用収入などを広義の「環

境関連税」に含まれると分析している一方，李

（２０１１）は主に各税種の《条例》や《管理法》

などの内容によって法学的観点から増値税，消

費税，所得税，固定資産投資方向調整税，関税

などの税種も広義の「環境関連税」に分類して

いる点である。

３．２．３． 直接と間接関係による２分

類

王（２０１１）２５）は環境保護との直接

的関係，間接的関係に基づいて２分

類をした。

①環境保護と直接関連の税：自然

資源（土地も含め）を採掘，ある

いは使用とする部門や個人に対し

て徴収する税種のことを指す。こ

れら諸税は資源開発利用の面で，

環境保護に直接影響していると考

えられる。代表的な税種として

は，資源税（主に鉱産向けの税種），都市と

町の土地使用税（城鎮土地使用税のこと），

耕地占用税がある。

②環境保護と間接関連の税：主に環境汚染に

よる損害行為を制約する面で環境保護に積極

的な影響を与える税種のことを言う。代表的

な税種としては，消費税，都市維持建設税，

車船使用税がある。

しかし，上で述べた直接関連と間接関連の２

分類も不完全な分類である。なぜなら，中国に

は環境関連「税」と「費」が存在し，更に環境

関連「費」には「汚染費」と「自然資源費」が

含まれるからである。従って，中国に於ける環

境関連「税」と「費」を分析するには，まず体

系的に環境関連の「税」と「費」を区別した上

で環境税の定義をまとめる必要がある。

その他，排出汚染費を入れた分類が多く見ら

れる。例えば，韓存（２０１２）は①消費税，②車

船使用税，③車輌購買税，④資源税，⑤城鎮土

地使用税及び耕地占用税，⑥排出汚染費及び都

市水資源費などの６分類に分けている。この分

類は，環境関連「費」を分類に入れた部分以

外，王金南（２００６）の分類と類似した部分が多

い。

２５）王天荷［２０１１］。

環境保護と関連する税収
税種 導入年 改革 目的

直接関連税収

資源税 １９８４年 １９９３年
資源差額の調整及び

資源の合理的開発利用

都市と町の土地使用税 １９８８年 ２００６年
土地の合理的使用

及び土地差額の調整

耕地占用税 １９８７年 ２００７年
非農業目的耕地占用の
制限及び農業占用資金

間接関連税収

消費税（１１種内の８種） １９９４年 ２００６年
消費方向を導き
製品構造の調整
財政収入の補充

都市維持建設税 １９８５年 １９９４年
都市維持と

建設資金の提供

車船使用税 １９８６年 ２００７年
地方政府の建設
公共道路の改善
航路保養資金

表４ 直接と間接関係による２分類

出典：王［２０１１］「中国に於ける環境収費・税制改革の分析」修士論文
（北海道大学）を参照。
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３．３． 中国における環境税論議の批判的検討

続いて，第１．３．節でまとめた本稿の環境税

定義に基づいて，中国における財政学者の「環

境関連税」分類の批判的検討を行うことにした

い。

中国の環境税論議では，王金南らの先駆的業

績を嚆矢として，１９９０年代から環境税の定義

を巡る議論が展開されてきた。これらの議論

は，中国税制を環境保全の観点から評価し，更

に，厳密な意味での環境税だけでなく，環境保

全に何らかの意味で貢献する税制を広く「環境

関連税」と呼ぶならば，中国税制には意外に多

くの環境関連税が見いだせることを主張した。

王らの議論は，中国の環境税論議に対して重要

な問題提起を行い，現在に至るまで政策論議に

大きな影響を与え，それを主導してきた点に意

義を見出すことができる。

とはいえ，中国の環境税論議は，環境税，あ

るいは環境関連税に関する本質規定を厳密な形

で行っていないために，その定義が曖昧だとい

う問題がある。その結果，本来は環境税／環境

関連税と呼ぶべきでない税目まで環境税／環境

関連税とされてしまう傾向がある。また，厳格

な環境税定義を置かないままで，現実の中国税

制を環境の観点から評価しようとするために，

中国税制の変化と共に，「何をもって環境関連

税とするか」という評価基準もまた，その影響

を受けて揺れ動いてしまうという問題も，指摘

することができる。以下，具体的に論じよう。

中国の財政学者の分類において，特に王金南

を代表にした研究では，消費税を「環境関連

税」の分類に入れているところに共通点があ

る。しかし，中国の消費税は消費方向を導き，

製品構造の調整，及び財政収入の補充を課税目

的として導入されており，環境関連と言われる

７品目に石炭は入っておらず，精製油は固定税

額の従量課税方式，乗用車は比例税率の従価課

税方式となっている。従って，中国の消費税は

エネルギー起源の温室効果ガスの排出抑制とな

る石炭に課税しておらず，課税目的からして

も，CO２排出量に応じた税率を政策設定に入れ

ていない点からしても，必ずしも環境に負の影

響を与える物理単位に課税しているとは言い切

れない。王金南が提起したその他の「環境関連

税」（資源税，車船税，城鎮土地使用税，都市

建設維持税，固定資産投資方向調整税，車輌購

買税，耕地占用税）についても，本稿の新しい

定義と照らし合わせて再評価した結果，どれも

「環境関連税」にあたらないと言える。OECD

に基づいた王金南の研究蓄積は，中国に初めて

環境税論議を導入した点で重要な貢献を行っ

た。しかし，今となっては，OECD 諸国でも

環境税の定義が拡大する傾向が見られ，本来あ

るべき「環境関連税」の定義から離れて，その

領域が曖昧になりつつあるという問題がある。

その他，丁芸（２００９）と李伝軒（２０１１）を例

に挙げた一般論の３分類は，広義，中義，狭義

に分けて説明している。丁芸は国際的にも広義

の定義を使用していると述べており，「環境資

源の利用と保護に関連する税種と税目の総称」

と定義しているが，筆者は理論的根拠や課税

ベースを基準にすべきであると考える。中義の

「環境関連税」に関しては，課税対象と課税

ベースについて説明し，狭義については「国が

環境汚染の範囲，程度の制限」を課税目的に，

「環境汚染となる経済主体」を課税対象にと定

めているが，どれも定義が不完全である。李伝

軒の分類では，「環境保護目的に関連」や「専

門性のある環境税」といった曖昧な言葉で表現

しており，「環境関連税」の判断基準がはっき

りと規定されていない。また，課税目的につい

て狭義の「環境関連税」のみ「環境保護の資金

徴収」と「環境汚染の制約と予防」と記述して

いるが，課税ベースについては全く述べられて

いなかった。更に，広義については，消費税や

所得税，付加価値税なども例として挙げてお

り，「環境関連税」となる範囲があまりにも広

すぎる。従って，一般論としての３分類も「環

境関連税」の判別基準とならない。
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４．まとめ

以上の分析から，中国においては「税」と呼

ばれるものに環境税は存在せず，「費」にあた

るものの中に環境税が存在しているという結論

に至る。また，中国の財政学の視点で定義され

た「環境関連税」も不完全であり，不適切と言

える。従って，中国における今後の環境税論議

においては，本稿で示したような厳密な環境税

定義に基づいて現実の税制を批判的に評価して

行くことが必要になる。なぜなら，そうするこ

とによって初めて，中国税制の現状を環境の観

点から明確に認識することができ，そして，ど

のような方向に向けて中国税制をグリーン化し

て行くべきか，その指針を引き出すことができ

るからである。

以下，中国税制のグリーン化と環境関連

「費」の制度化の改善に関してどのような課題

があるのか，そして今後，どのような研究課題

が残されているのかを論ずることで，本稿を締

めくくることにしたい。

まず，中国の環境関連「税」の改革方向性と

しては，資源税，城鎮土地使用税，土地付加価

値税，そして車輌購買税の課税目的を見直し，

それぞれ「差別収益課税」となっている現状か

ら，資源の節約と合理的利用，土地の効果的・

効率的利用，そして省エネと排出削減を目的と

した課税に転換する必要がある。特に政府は，

政策の立法段階から課税の目的を明確にすべき

である。次に，課税ベースにおいては環境負荷

に重心を置くことを提案する。中でも，車船税

に関しては，保有段階での課税であるため，排

気量や重量基準課税方式からエネルギー課税方

式に置き換える。車輌購買税に関しては，取得

段階での一回限りの課税であるため，従価税方

式から CO２及び NOx 排出量基準と排気量を併

用した課税ベースに変更する。耕地占用税に関

しては，農業非農業目的の耕地占用を制限する

ため，占用面積の課税から土壌負荷税といった

環境負荷に応じた課税に切り替える。そして，

中国の「費」にあたる排出汚染費は「税」と

違った収入方式を取っており，今は非税収入の

うち行政事業性収入となっている。今後は更に

「税」の性質を高め，中国における環境汚染物

質の排出削減にもっと大きな役割を果たすよう

になるべきだろう。その他，政府基金は「準税

収」の性質を持った非税収入であり，基金とし

て環境の持続可能性や自然資源の回復，廃棄物

処理費用として徴収されている。しかし，期限

付きである面と，政府の政策より徴収が延期と

なる場合や控除があるため，必ずしも環境保護

に役立っているとは限らない。従って，政府は

これらの非税収入を環境関連「税」の改革と同

時に制度化すべきである。

今後は，中国における土地関連税と自動車関

連税のグリーン化が重要な課題になると思われ

る。しかし，そのための詳細な議論はほとんど

行われていない状況である。また，非税収入の

うち，国有資源有償使用収入と政府基金の８項

目もまた，環境政策との関係で重要な収入源だ

が，同様に詳細な議論はほとんど行われていな

い。従って筆者としては，これらの収入源につ

いて，中国固有の事情を考慮しながら，現状を

分析するとともに，詳細にその改革の方向性を

探る研究を進めて行きたいと考えている。
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